
〇航泊日誌に関する達 

昭和42年５月30日  

海上自衛隊達第30号  

改正 昭和44年９月10日 海上自衛隊達第46号〔練習艦の就役等に伴 

う関係海上自衛隊達の整理に関する達３条による改正〕   

昭和44年９月30日 海上自衛隊達第51号〔海洋業務隊の新編等 

に伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達14条による改正〕 

昭和44年11月26日 海上自衛隊達第69号〔訓練支援艦の就役に 

伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達４条による改正〕  

昭和45年10月２日 海上自衛隊達第76号〔第１次改正〕    

昭和46年４月１日 海上自衛隊達第17号〔揚陸隊等の名称の改 

正に伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達17条による改  

正〕                          

昭和48年９月７日 海上自衛隊達第45号〔第２次改正〕    

昭和51年10月29日 海上自衛隊達第40号〔給油艦の名称の改正 

に伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達３条による改正〕 

昭和56年２月10日 海上自衛隊達第７号〔潜水艦隊の新編に伴 

う関係海上自衛隊達の整理に関する達30条による改正〕   

昭和58年７月４日 海上自衛隊達第32号〔第３次改正〕    

昭和61年３月22日 海上自衛隊達第８号〔海洋観測艇の除籍等 

に伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達４条による改正〕 

昭和62年５月21日 海上自衛隊達第13号〔海上幕僚監部衛生部 

企画室等の新設等に伴う関係海上自衛隊達等の整理に関する 

達６条による改正〕                   

昭和63年３月２日 海上自衛隊達第９号〔輸送艇１号の就役に 

伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達２条による改正〕  

平成元年３月４日 海上自衛隊達第６号〔元号を改める政令の 

施行に伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達28条による改 

正〕                          

平成元年３月24日 海上自衛隊達第17号〔第４次改正〕    

平成２年３月６日 海上自衛隊達第５号〔特務艇（高速型）の 

除籍に伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達２条による改 

正〕                          

平成３年１月30日 海上自衛隊達第３号〔音響測定艦の就役に 

伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達３条による改正〕  

平成３年６月４日 海上自衛隊達第20号〔第５次改正〕    

平成５年３月16日 海上自衛隊達第５号〔掃海艦「やえやま」 

の就役に伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達３条による 

改正〕                         

平成５年３月22日 海上自衛隊達第９号〔第１ミサイル艇隊の 

新編等に伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達11条による 

改正〕                         

平成５年４月１日 海上自衛隊達第14号〔行政文書の用紙規格 

のＡ判化に伴う勤務評定の実施に関する達等の一部を改正す 



る達14条による改正〕                  

平成６年10月６日 海上自衛隊達第26号〔魚雷艇の除籍に伴う 

関係海上自衛隊達の整理に関する達６条による改正〕    

平成８年11月28日 海上自衛隊達第28号〔機雷敷設艦の除籍に 

伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達４条による改正〕  

平成10年３月10日 海上自衛隊達第９号〔掃海管制艇の就役等 

に伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達４条による改正〕 

平成10年12月25日 海上自衛隊達第42号〔哨戒艇の除籍に伴う 

関係海上自衛隊達の整理に関する達３条による改正〕    

平成12年３月３日 海上自衛隊達第10号〔第６次改正〕    

平成14年３月22日 海上自衛隊達25号〔海上幕僚監部首席法務 

官等の新設等に伴う関係海上自衛隊達等の整理に関する達31 

条による改正〕                     

 

平成20年４月１日 海上自衛隊達第29号〔第７次改正〕    

 

平成20年４月30日 海上自衛隊達第36号〔海上自衛隊史取扱規 

則等の一部を改正する達第18条による改正〕        

 

平成23年４月１日 海上自衛隊達第11号〔防衛省行政文書管理 

規則の制定に伴う関係海上自衛隊達の一部を改正する達第19 

                 条による改正〕 

 

海上自衛隊の使用する船舶に備える書類に関する訓令（昭和29年海上自衛隊訓令第14号）

第６条の規定に基づき、航泊日誌に関する達を次のように定める。 

航泊日誌に関する達 

（趣旨） 

第１条 この達は、自衛艦及び支援船（無機力のもの、排水量３トン未満のもの、第３種

支援船（機動船を除く。）、第４種支援船及び第５種支援船を除く。以下「艦船」という。）

に備える航泊日誌の種類、様式、取扱い及び記載要領に関し必要な事項を定めるものと

する。 

（航泊日誌の種類及び様式） 

第２条 航泊日誌は、航泊日誌（甲）、航泊日誌（乙）及び航泊日誌（丙）の３種類とし、

その様式は、それぞれ別記様式第１、別記様式第２及び別記様式第３のとおりとする。 

（航泊日誌の区分） 

第３条 航泊日誌は、次の表の左欄に掲げるものについて、それぞれ当該右欄に掲げる艦

船に備え置くものとする。 

航泊日誌(甲) 

護衛艦、掃海艦、掃海母艦、輸送艦、練習艦、訓練支援艦、多用途支援

艦、海洋観測艦、音響測定艦、砕氷艦、敷設艦、潜水艦救難艦、潜水艦

救難母艦、試験艦、補給艦、特務艦 

航泊日誌(乙) 掃海艇、掃海管制艇、ミサイル艇、輸送艇、特務艇、支援船 

航泊日誌(丙) 潜水艦、練習潜水艦 

（航泊日誌の記載期間） 



第４条 航泊日誌は、艦船が海上自衛隊の部隊の編成に加わり又は配属されたときから当

該艦船が除籍されるまで記載するものとする。 

 （航泊日誌の取扱区分等） 

第４条の２ 航泊日誌の取扱区分及び保全措置については、別に定めるものとする。 

（航泊日誌の記載者） 

第５条 航泊日誌は、当直士官（哨戒配備で航行中は、航海指揮官又は哨戒長。以下同じ。）

監督の下、別記様式第４により艦船の長の指定する者が記載し、当直士官は、当直終了

後、必要事項を確認し、その氏名を自署する。ただし、表紙、内表紙、艦（船）内編制、

運航・機関運転関係者、標準コンパス自差表、発着地、停泊地及び艦（船）位の各欄は、

航海長（航海長の置かれていない艦船にあつては、航海長の職務を行う者。以下同じ。）

が記載に当たるものとする。 

２  前項の規定にかかわらず、当直士官を配員できない艦船又は、固有の乗員が配員され

ていない支援船にあつては、現当直員の先任者又は前項に定める様式により当該艦船の

長の指定する者が記載するものとする。 

３  内表紙の艦船の長及び航海長の欄は本人が自署する。 

４  航海長は、毎日航泊日誌を閲覧した後所定の欄に押印し、誤り、記載漏れ等を発見し

た場合は、当該当直士官に訂正を求めなければならない。 

（航泊日誌の点検） 

第６条  艦船の長は、航海中にあつては毎日、停泊中にあつては毎月曜日に、航泊日誌を

点検した後、所定の欄に押印又は自署するものとする。 

２  航泊日誌（乙）を備える艦船の長であつて、当該艦船が隊の編成に加わつている場合

にあつては、前項に加えて、当該航泊日誌を翌月の始めに所属の隊司令に提出し、所定

の欄に押印を受けなければならない。 

（航泊日誌の保存） 

第７条 航泊日誌の保存期間を３０年とする。 

２ 前項に定める保存期間は、航泊日誌の記載が終わった日の属する年度の翌年度の４月

１日から起算するものとし、艦内に１年間備え置いた後、速やかに海上自衛隊第１術科

学校（以下「第１術科学校」という。）に移管し、保存する。ただし、航泊日誌（乙）

及び航泊日誌（丙）にあつては、その艦船内に備え置く期間中であつても、これを当該

艦船の所属する陸上部隊に保存することができる。 

３ 艦船が除籍した場合は、前項の規定にかかわらず、当該艦船の航泊日誌を速やかに第

１術科学校に移管するものとする。 

４ 特別な保全措置を要する艦船の航泊日誌の陸上における保管場所については前２項の

規定にかかわらず、別に定めることができるものとする。 

 （航泊日誌の管理者等） 

第７条の２ 航泊日誌の管理者等を次のとおりとする。なお、特別な保全措置を要する艦

船の航泊日誌の管理者等については、別に定めるものとする。 



保 管 場 所  管  理  者 管理担当者 

艦 船 内 

海上自衛隊行政文書管理規則（平

成23年海上自衛隊達第10号）第６

条に規定する文書管理者  

航海長又はそれに準ずる者 

第１術科学校 第１術科学校長の指定する者 

（当直記録） 

第８条  航泊日誌を正確に記載するため、当直記録を備えるものとし、その様式は、別記

様式第５のとおりとする。 

２  当直記録は、当直士官（当直士官を配員できない艦船にあつては、現当直員の先任者）

の監督の下に当該海曹に必要な事項を記載させるものとする。 

３  当直記録は、最後の記載をした日から３箇月間艦船内に保存するものとする。 

（特例） 

第９条 支援船にあつては、当直記録の記載をもつて航泊日誌に代えることができる。こ

の場合においては、保存期間を３年とし、当該保存期間中は、船内又は所属する陸上部

隊に保存するものとする。 

（航泊日誌の記載の細部事項） 

第10条  航泊日誌の記載に関する細部事項は、海上幕僚監部防衛部長が定めるものとする。 

 （防衛省文書管理規則等の適用） 

 

附  則 

１  この達は、昭和42年８月１日から施行する。 

２  従前の様式による航泊日誌は、当分の間これを取り繕い使用することができる。 

附  則〔練習艦の就役等に伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達の附則〕 

この達は、昭和44年９月10日から施行する。 

附  則〔海洋業務隊の新編等に伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達の附則〕 

この達は、昭和44年10月１日から施行する。ただし、〔中略〕第14条の規定中第３条の

表海洋観測艦に係る部分〔中略〕は、同月25日から施行する。 

附  則〔訓練支援艦の就役に伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達の附則〕 

この達は、昭和44年11月26日から施行する。 

附  則〔第１次改正による附則〕 

この達は、昭和45年11月１日から施行する。 

附  則〔揚陸隊等の名称の改正に伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達の附則抄〕 

１  この達は、昭和46年４月１日から施行する。 

附  則〔第２次改正による附則〕 

１  この達は、昭和48年12月１日から施行する。 

２  従前の様式による航泊日誌は、当分の間これを取り繕い使用することができる。 

附  則〔給油艦の名称の改正に伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達の附則〕 



１  この達は、昭和51年10月29日から施行する。 

２  この達による改正規定中厚木航空基地隊に係る部分については昭和48年10月16日から、

連絡所に係る部分については昭和49年４月11日から、輸送艇及び輸送隊に係る部分につ

いては同年９月30日から、第４術科学校に係る部分については昭和50年10月１日から、

補給艦に係る部分については昭和51年５月１日から適用する。 

附  則〔潜水艦隊の新編に伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達の附則〕 

この達は、昭和56年２月10日から施行する。 

附  則〔第３次改正の附則〕 

１  この達は、昭和58年８月１日から施行する。 

２  この達による様式の航泊日誌が新たに作成されるまで、改正前の航泊日誌を使用する

ことができる。 

附  則〔海洋観測艇の除籍等に伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達の附則〕 

この達は、昭和61年３月27日から施行する。 

附  則〔海上幕僚監部衛生部企画室等の新設等に伴う関係海上自衛隊達等の整理に

関する達の附則〕 

この達は、昭和62年５月21日から施行する。 

附  則〔輸送艇１号の就役に伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達の附則〕 

この達は、平成63年３月17日から施行する。 

附  則〔元号を改める政令の施行に伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達の附則

抄〕 

１  この達は、平成元年３月４日から施行する。 

２  この達の施行の日以後において、昭和に係る報告、通知等を行う場合にあつては、当

該報告、通知等を行う場合に用いる様式中「平成」とあるのは、「昭和」と読み替える

ものとする。 

４  この達の施行の際、現に存するこの達による改正前の様式による用紙は、当分の間、

これを補正して使用することができる。 

附  則〔第４次改正による附則〕 

この達は、平成元年３月24日から施行する。 

附  則〔特務艇（高速型）の除籍に伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達の附則〕 

この達は、平成２年３月23日から施行する。 

附  則〔音響測定艦の就役に伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達の附則〕 

この達は、平成３年１月30日から施行する。 

附  則〔第５次改正による附則〕 

１  この達は、平成３年７月１日から施行する。 

２  この達の施行の際、現に存するこの達による改正前の様式による用紙は、これを補正

して使用することができる。 

附  則〔掃海艦「やえやま」の就役に伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達の附



則〕 

この達は、平成５年３月16日から施行する。 

附  則〔第１ミサイル艇隊の新編等に伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達の附

則〕 

この達は、平成５年３月22日から施行する。ただし、第５条及び第６条の改正規定中防

空陸警隊に係る改正規定は、同月31日から施行する。 

附  則〔行政文書の用紙規格のＡ判化に伴う勤務評定の実施に関する達等の一部を

改正する達の附則〕 

１  この達は、平成５年４月１日から施行する。 

２  この達の施行の際、現に存するこの達による改正前の様式による用紙は、当分の間、

これを使用することができる。 

附  則〔魚雷艇の除籍に伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達の附則〕 

この達は、平成６年10月14日から施行する。 

附  則〔機雷敷設艦の除籍に伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達の附則〕 

この達は、平成８年11月29日から施行する。 

附  則〔掃海管制艇の就役等に伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達の附則〕 

この達中第５条の規定は平成10年３月20日から、その他の規定は同月23日から施行する。 

附  則〔哨戒艇の除籍に伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達の附則〕 

この達は、平成11年１月14日から施行する。 

附  則〔第６次改正による附則〕 

この達は、平成12年３月９日から施行する。 

附  則〔海上幕僚監部首席法務官等の新設等に伴う関係海上自衛隊達等の整理に関

する達の附則〕 

この達は、平成14年３月22日から施行する。ただし、ミサイル艇隊に係る改正規定は同

月25日から、多用途支援艦に係る改正規定は同月27日から施行する。 

   附 則〔第７次改正による附則〕 

 この達は、平成20年４月１日から施行する。 

   附 則〔海上自衛隊史取扱規則等の一部を改正する達の附則〕 

  この達は、平成20年４月30日から施行する。 

   附 則〔防衛省行政文書管理規則の制定に伴う関係海上自衛隊達の一部を改正する

達の附則〕 

この達は、平成23年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 



別記様式第１（第２条関係）（日本工業規格Ａ列４判） 

  







 

 



別記様式第２（第２条関係）（日本工業規格Ａ列４番） 





 

別記様式第３（第２条関係）（日本工業規格Ａ列４番） 



 

 

 



別記様式第４（第５条関係）（日本工業規格Ａ列４判） 

航 泊 日 誌 記 載 者 指 定 簿 

指定 
者印 

指  定 
年月日 

階級 氏    名 
本人
印 

解  除
年月日

解除 
者印 
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別記様式第５（第８条関係）（日本工業規格Ａ列４判） 



 


